
上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条第２項の規定に

基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面

（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第73回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

連結注記表

個別注記表

第73期

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

京都機械工具株式会社



(3)連結子会社の事業年度等……………

に関する事項

連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

有形固定資産（リース資産を

除く）……………………………当社及び連結子会社は定率法によっております。ただし、当社及び連結子会

社は1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　８～50年

機械装置及び運搬具　　　　４～22年

工具、器具及び備品　　　　２～20年

無形固定資産（リース資産を

除く）……………………………当社及び連結子会社は定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

リース資産（所有権移転外

ファイナンス・リース取引

に係るリース資産）……………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

連 結 注 記 表

1.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1)連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び名称……………連結子会社は、次の２社であります。

 北陸ケーティシーツール株式会社

 株式会社ＨＩ－ＴＯＯＬ

 当連結会計年度において、当社が全株式を取得した株式会社ＨＩ－ＴＯＯＬ

 を連結の範囲に含めておりますが、みなし取得日を2023年３月31日としてい

 るため当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しております。

(2)持分法の適用に関する事項…………持分法適用の関連会社はありません。

(4)重要な会計方針

①有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券………………償却原価法（定額法）

その他有価証券

市場価格のない株式等………連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

以外のもの　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

市場価格のない株式等………移動平均法による原価法

②デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ……………………時価法

③棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品及び原材料………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）によっております。

商品及び貯蔵品…………………主として最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）によっております。

④重要な減価償却資産の減価償却の方法
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⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

⑥重要な引当金の計上基準

貸倒引当金………………………当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………………当社及び一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため､将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

役員賞与引当金…………………当社及び一部の連結子会社は、役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

役員退職慰労引当金……………一部の連結子会社については、役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

⑦収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社は、主に以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

当社及び連結子会社の顧客との契約等から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務又は役務提

供の内容及び当該履行義務又は役務提供を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり

であります。

イ．工具事業

　工具事業においては、主に自動車整備用工具、その他一般作業工具及びこれらに関連する機器の製造

販売と、販売した商品又は製品に関連する保守サービスを提供しております。

　商品又は製品の販売に係る収益は、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を

負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品

に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。ただし、「収益認

識に関する会計基準の適用指針」98項の要件を満たすものについては、出荷時に収益を認識しておりま

す。

　なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、対価の金額に重要な金融要素

は含まれておりません。

　保守サービスに係る収益は、主に商品又は製品の保守であり、顧客との保守契約に基づいて保守サー

ビスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、契約期間を履行義務の充足期間として、

顧客との契約内容によって一定期間にわたり均等に収益を認識しております。

　なお、取引の対価は原則として履行義務の充足前に受領しており、対価の金額に重要な金融要素は含

まれておりません。

ロ．ファシリティマネジメント事業

　ファシリティマネジメント事業においては、不動産の賃貸及び太陽光発電による売電を行っておりま

す。

　不動産の賃貸に係る収益は、顧客との賃貸借契約に基づいて利用に応じてサービスを提供した時点で

収益を認識しております。太陽光発電による売電に係る収益は、顧客との販売契約に基づいて財又はサ

ービスが引き渡される一時点で履行義務が充足されると判断し、当該引渡時点で収益を認識しておりま

す。

　なお、太陽光発電による売電における取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領してお

り、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
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⑧のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、20年以内の効果が及ぶ期間で均等償却しております。

⑨その他連結計算書類作成のための重要な事項

1) ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ

いては、特例処理によっております。

2) 退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から中小企業退職金共済の支給見込額を控除した額を計上しております。なお、退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額の期間帰属方法は給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の翌連結会計年度に一括費用処理することとしておりま

す。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

2.会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

いたしました。

この結果、当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。

3.会計上の見積りに関する注記

(1)繰延税金資産の回収可能性

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

300,601千円（繰延税金負債相殺前）

②その他の情報

当連結会計年度末における繰延税金資産の回収可能性の検討においては、過去（３年）及び当連結会計年度の

経営成績や納税状況、2022年１月に策定された2023年３月期から2025年３月期までの３か年ベースの中期事業計

画を総合的に勘案し、一時差異等加減算前課税所得を合理的に見積り、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金

資産の回収可能性に関する適用指針」第16項から第32項に従って、要件に基づき企業を分類しております。その

上で、一時差異の解消時期をスケジューリングし、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

また、棚卸資産評価減及び投資有価証券に係る将来減算一時差異については、スケジューリング不能と判断し

ております。退職給付に係る負債に係る将来減算一時差異については、企業が継続する限り、長期にわたるが将

来解消され、将来の税金負担額を軽減する効果を有するため、回収可能性があると判断し、繰延税金資産に計上

しております。棚卸資産評価減及び投資有価証券に係る将来減算一時差異のスケジューリングに係る判断は、主

要な仮定に該当すると判断しております。

当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以

降の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与える可能性があります。

(2)営業循環過程から外れた滞留又は処分見込み等の棚卸資産の評価損

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

127,478千円

②その他の情報

棚卸資産が適正な価値で評価されるように評価損の金額を見積っております。営業循環過程から外れた滞留又

は処分見込みの棚卸資産に対して評価損を計上しております。営業循環過程から外れた滞留又は処分見込みの棚

卸資産の評価損金額の見積り方法については、下記方法にて行っております。

・一定期間に販売がない棚卸資産については、棚卸資産の評価額全額に相当する評価損を計上しております。

・過剰又は滞留している棚卸資産に関しては、直近の一定期間の販売状況から見積った正常な棚卸回転期間を超

える期間に対応した棚卸資産の評価額について全額評価損を計上しております。ただし、新製品など特定の棚

卸資産については、個別の追加的な状況を考慮の上、評価損の要否又は方法を決定しております。
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数理計算上の仮定の変化 退職給付債務への影響額

割引率
0.2％の減少 ＋12,665千円

0.2％の増加 △12,238千円

上記の見積り方法に含まれる主要な仮定は、営業循環過程から外れた滞留又は処分見込みの棚卸資産を判断す

る際の販売がない一定期間の算出及び正常な棚卸回転期間の算出であります。これらの仮定は、過去の棚卸資産

の不動・滞留状況、販売実績等を勘案して決定しております。

なお、当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計

年度以降の連結計算書類において認識する棚卸資産の評価減の金額に影響を与える可能性があります。

(3)固定資産の減損

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度に計上した減損損失はありません。

なお、連結貸借対照表に計上されている有形固定資産及び無形固定資産の簿価は、4,068,241千円でありま

す。

②その他の情報

固定資産が減損している可能性を示す兆候がある場合には、減損損失の認識の判定を実施しています。

認識の判定は、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローを見積り、資産の帳簿価額と比較す

ることにより実施し、見積った金額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識しています。減損損失の金額

は、帳簿価額を回収可能価額まで減額することで算定され、回収可能価額は固定資産の正味売却価額と割引後将

来キャッシュ・フロー（使用と処分の合計）のいずれか高い方の金額となります。

上記の見積り方法に含まれる主要な仮定は、固定資産の経済的残存使用年数、固定資産の使用によって得られ

る将来キャッシュ・フロー、固定資産の将来の正味売却価額、将来キャッシュ・フローの割引率であります。こ

れらの仮定は、固定資産の公正価値、過去の稼働実績、現在の金利等を勘案して決定しております。

なお、当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計

年度以降の連結計算書類において認識する固定資産の減損金額に影響を与える可能性があります。

(4)退職給付債務

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

716,026千円

②その他の情報

当社グループには、確定給付制度を採用している会社が存在します。確定給付制度の退職給付債務及び関連す

る勤務費用は、数理計算上の仮定を用いて退職給付見込額を見積り、割り引くことにより算定しております。数

理計算上の仮定には、割引率等の様々な計算基礎があります。

当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連

結会計年度以降の連結計算書類において認識する退職給付に係る負債及び退職給付費用の金額に影響を与える可

能性があります。

退職給付債務の算定において、主要な仮定の変化が当連結会計年度末の退職給付債務に与える感応度は以下の

とおりであります。マイナス（△）は退職給付債務の減少を、プラスは退職給付債務の増加を表しております。

感応度分析は分析の対象となる数理計算上の仮定以外のすべての数理計算上の仮定が一定であることを前提とし

ております。

当連結会計年度末 (2023年３月31日）
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建物及び構築物 101,077千円

土　　　地 28,854

　　計 129,932

長期預り金 87,048千円

（固定負債「その他」に含む)

　　計 87,048

(2)有形固定資産の減価償却累計額 10,183,958千円

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 2,477,435株 －株 －株 2,477,435株

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 97,199 40 2022年３月31日 2022年６月27日

2022年11月４日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 73,107 30 2022年９月30日 2022年12月２日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2023年６月23日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 97,461 40 2023年３月31日 2023年６月26日

4.連結貸借対照表に関する注記

(1)担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

②担保に係る債務

5.連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

(2)配当に関する事項

①配当金支払額

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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6.金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社及び連結子会社は、主に工具の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借

入により調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀

行借入により調達しております。

②金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で

事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一

部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

　借入金は、主に設備投資及び運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されて

おります。

③金融商品に係るリスク管理体制

1)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、取引先管理規程に従い、受取手形及び売掛金、電子記録債権（営業債権）について、経理及び営業

担当部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも

に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の

債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほと

んどないと認識しております。

2)市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　外貨建ての営業債権債務については、為替変動リスクに晒されておりますが、原則として資産負債から生じ

る損益によりリスクは相殺されており、定期的にモニタリングすることにより過大な為替損失の発生防止に努

めております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担当部署

が決裁担当者の承認を得て行っております。

　借入金については、金利の変動リスクに晒されておりますが、経理担当部門が市場金利の動向を継続的に把

握することにより、その抑制に努めております。

3)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様の管理をしております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。

(2)金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額36,666千円）は非上場株式であり、「その他有価証券」

には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似することから、注記を省略しております。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 受取手形及び売掛金 1,917,468 1,917,468 －

(2) 電子記録債権 507,991 507,991 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券 1,156,875 1,156,875 －

　資産計 3,582,335 3,582,335 －

(1) 支払手形及び買掛金 384,430 384,430 －

(2) 電子記録債務 89,986 89,986 －

(3) 短期借入金 900,000 900,000 －

(4) 未払金 507,086 507,086 －

　負債計 1,881,504 1,881,504 －

デリバティブ取引(*)

　①ヘッジ会計が
　　適用されていないもの

－ － －

　②ヘッジ会計が
　　適用されているもの

－ － －

　デリバティブ取引計 － － －

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については（ ）で示しております。

 （注） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(2)電子記録債権

　これは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機

関等から提示された価格によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(2)電子記録債務

　これは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(3)短期借入金

　これは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(4)未払金

　これは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

デリバティブ取引

　取引金融機関から提示された価格等によっております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 1,156,875 － － 1,156,875

資産計 1,156,875 － － 1,156,875

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）

1,390,793 3,622,189

(3)金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

受取手形及び売掛金

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しておりま

す。

電子記録債権

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しておりま

す。

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。

支払手形及び買掛金

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しておりま

す。

電子記録債務

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しておりま

す。

短期借入金

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しておりま

す。

未払金

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しておりま

す。

7.賃貸等不動産に関する注記

(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、京都府及びその他の地域において、賃貸用のオフィスビルや賃貸商業施設を所有しております。

(2)賃貸等不動産の時価に関する事項

（注1） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注2） 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、ただし、直近の

評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じてい

ない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。
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（単位：千円）

報告セグメント

合計
工具事業

ファシリティマネジ

メント事業

一時点で移転される財 8,155,627 33,223 8,188,851

一定の期間にわたり移転される財

又はサービス
6,066 201,579 207,645

顧客との契約から生じる収益 8,161,693 234,802 8,396,496

外部顧客への売上高 8,161,693 234,802 8,396,496

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,339,911千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,425,460

契約負債（期首残高） 19,267

契約負債（期末残高） 19,017

１株当たり純資産額 4,589円22銭

１株当たり当期純利益 243円92銭

8.収益認識に関する注記

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

（注）ファシリティマネジメント事業の一定の期間にわたり移転される財又はサービスには、「その他の収益」

である賃貸料収入等が含まれております。

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1.連結計算書類作成のための基本となる

重要な事項に関する注記等　(4)重要な会計方針　⑦収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度

末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

①契約資産及び契約負債の残高等

契約負債は、主に顧客との契約に基づく前受金であり、その中には、「その他の収益」である不動産の賃貸借

契約における前受金も含めて表示しており、連結貸借対照表上、流動負債の「その他」に含まれております。契

約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度において、契約負債が250千円減少した主な理由は、主として前受金の受取りが減少したこと

によるものであります。なお、当社及び連結子会社において、重要な契約資産はありません。

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高に含まれていた金額に重要性はありませ

ん。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益はありません。

②残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を

超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じ

る対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

9.１株当たり情報に関する注記
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取得の対価 現金 262,000千円

取得原価 262,000

10.その他の注記

(1)新型コロナウイルス感染症による影響

当社グループでは、固定資産の減損判定や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、連結計算書

類作成時において入手可能な情報に基づき実施しております。

新型コロナウイルス感染拡大による事業への影響は、事業セグメントによってその影響や程度が異なります。ま

た、今後の影響や程度を正確に予測することは困難な状況にありますが、感染症法上の位置づけが変更になる等、

事業への影響は回復傾向が続くという仮定に基づき、会計上の見積りを行っております。

(2)企業結合等関係

取得による企業結合

当社は、2023年１月17日付で株式会社ＨＩ－ＴＯＯＬの全株式を取得し、子会社化いたしました。

1.企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社ＨＩ－ＴＯＯＬ

事業の内容　　　　手動工具の製造及び販売

(2)企業結合を行った主な理由

当社では中期経営計画に基づいた「新たな市場の開拓」の一環として、海外市場の開拓を目指しており、

世界30か国以上の国と地域に販売ルートを擁するＨＩ－ＴＯＯＬ社を当社グループに迎える事により、当社

中期経営計画の推進並びに企業価値向上に資するものと判断したことから、当該企業の全株式取得（子会社

化)を行うことといたしました。

(3)企業結合日

2023年１月17日（株式取得日）

2023年３月31日（みなし取得日）

(4)企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

(5)結合後企業の名称

変更はありません。

(6)取得した議決権比率

100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

2.連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

2023年３月31日をみなし取得日としているため、貸借対照表のみを連結しており、当連結会計年度に係る連

結損益計算書に被取得企業の業績は含まれておりません。

3.被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

4.主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　17,155千円

5.発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)発生したのれんの金額

107,113千円

なお、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、のれんの金額は暫定的に算定さ

れた金額であります。
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流動資産 171,691千円

固定資産  10,520

資産合計 182,211

流動負債  17,325

固定負債  10,000

負債合計  27,325

(2)発生原因

被取得企業の持つ販売ルートを活用した海外市場の開拓など、今後の事業展開によって期待される将来の

超過収益力であります。

(3)償却方法及び償却期間

効果の発現する期間にわたって均等償却いたします。

6.企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

7.取得原価の配分

当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算定が未了で

あるため、取得原価の配分が完了しておりません。よって、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的

な会計処理を行っております。

8.企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

個 別 注 記 表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券……………………償却原価法（定額法）

関係会社株式…………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等……………決算日の市場価格等に基づく時価法

以外のもの　　　　　　　　　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法

(2)デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ…………………………時価法

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品及び原材料……………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）によっております。

商品及び貯蔵品………………………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

(4)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

　　　…………………………………定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法によっております。
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リース資産（所有権移転外ファ

イナンス・リース取引に係るリ

ース資産）……………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　８～50年

機械及び装置　　　　　　　４～22年

工具、器具及び備品　　　　２～20年

無形固定資産（リース資産を除く）

　　　…………………………………定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(5)外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

(6)引当金の計上基準

貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。
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賞与引当金……………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しております。

役員賞与引当金………………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち

当期の負担額を計上しております。

退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、

退職給付見込額の期間帰属方法は給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の翌事業年度に一括費用処理す

ることとしております。

(7)収益及び費用の計上基準

当社は、主に以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

当社の顧客との契約等から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務又は役務提供の内容及び当該

履行義務又は役務提供を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

イ．工具事業

　工具事業においては、主に自動車整備用工具、その他一般作業工具及びこれらに関連する機器の製造販

売と、販売した商品又は製品に関連する保守サービスを提供しております。

　商品又は製品の販売に係る収益は、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負

っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対

する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。ただし、「収益認識に関

する会計基準の適用指針98項」の要件を満たすものについては、出荷時に収益を認識しております。

　なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、対価の金額に重要な金融要素は

含まれておりません。

　保守サービスに係る収益は、主に商品又は製品の保守であり、顧客との保守契約に基づいて保守サービ

スを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、契約期間を履行義務の充足期間として、顧客

との契約内容によって一定期間にわたり均等に収益を認識しております。

　なお、取引の対価は原則として履行義務の充足前に受領しており、対価の金額に重要な金融要素は含ま

れておりません。

ロ．ファシリティマネジメント事業

　ファシリティマネジメント事業においては、不動産の賃貸及び太陽光発電による売電を行っておりま

す。

　不動産の賃貸に係る収益は、顧客との賃貸借契約に基づいて利用に応じてサービスを提供した時点で収

益を認識しております。太陽光発電による売電に係る収益は、顧客との販売契約に基づいて財又はサービ

スが引き渡される一時点で履行義務が充足されると判断し、当該引渡時点で収益を認識しております。

　なお、太陽光発電による売電における取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、

対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
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2.会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといた

しました。

この結果、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

3.会計上の見積りに関する注記

(1)繰延税金資産の回収可能性

①当事業年度の計算書類に計上した金額

294,102千円（繰延税金負債相殺前）

②その他の情報

当事業年度末における繰延税金資産の回収可能性の検討においては、過去（３年）及び当事業年度の経営成績

や納税状況、2022年１月に策定された2023年３月期から2025年３月期までの３か年ベースの中期事業計画を総合

的に勘案し、一時差異等加減算前課税所得を合理的に見積り、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回

収可能性に関する適用指針」第16項から第32項に従って、要件に基づき企業を分類しております。その上で、一

時差異の解消時期をスケジューリングし、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

また、棚卸資産評価減及び投資有価証券に係る将来減算一時差異については、スケジューリング不能と判断し

ております。退職給付に係る負債に係る将来減算一時差異については、企業が継続する限り、長期にわたるが将

来解消され、将来の税金負担額を軽減する効果を有するため、回収可能性があると判断し、繰延税金資産に計上

しております。棚卸資産評価減及び投資有価証券に係る将来減算一時差異のスケジューリングに係る判断は、主

要な仮定に該当すると判断しております。

当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事業年度以降の

計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与える可能性があります。

(2)営業循環過程から外れた滞留又は処分見込み等の棚卸資産の評価損

①当事業年度の計算書類に計上した金額

122,795千円

②その他の情報

棚卸資産が適正な価値で評価されるように評価損の金額を見積っております。営業循環過程から外れた滞留又

は処分見込みの棚卸資産に対して評価損を計上しております。営業循環過程から外れた滞留又は処分見込みの棚

卸資産の評価損金額の見積り方法については、下記方法にて行っております。

・一定期間に販売がない棚卸資産については、棚卸資産の評価額全額に相当する評価損を計上しております。

・過剰又は滞留している棚卸資産に関しては、直近の一定期間の販売状況から見積った正常な棚卸回転期間を超

える期間に対応した棚卸資産の評価額について全額評価損を計上しております。ただし、新製品など特定の棚

卸資産については、個別の追加的な状況を考慮の上、評価損の要否又は方法を決定しております。

上記の見積り方法に含まれる主要な仮定は、営業循環過程から外れた滞留又は処分見込みの棚卸資産を判断す

る際の販売がない一定期間の算出及び正常な棚卸回転期間の算出であります。これらの仮定は、過去の棚卸資産

の不動・滞留状況、販売実績等を勘案して決定しております。

なお、当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事業年度

以降の計算書類において認識する棚卸資産の評価減の金額に影響を与える可能性があります。

(3)固定資産の減損

①当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度に計上した減損損失はありません。

なお、貸借対照表に計上されている有形固定資産及び無形固定資産の簿価は、3,787,836千円であります。

②その他の情報

固定資産が減損している可能性を示す兆候がある場合には、減損損失の認識の判定を実施しています。

認識の判定は、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローを見積り、資産の帳簿価額と比較す

ることにより実施し、見積った金額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識しています。減損損失の金額

は、帳簿価額を回収可能価額まで減額することで算定され、回収可能価額は固定資産の正味売却価額と割引後将

来キャッシュ・フロー（使用と処分の合計）のいずれか高い方の金額となります。

上記の見積り方法に含まれる主要な仮定は、固定資産の経済的残存使用年数、固定資産の使用によって得られ
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数理計算上の仮定の変化 退職給付債務への影響額

割引率
0.2％の減少 ＋12,665千円

0.2％の増加 △12,238千円

建　　　物 101,077千円

土　　　地 28,854

　　計 129,932

長期預り金 87,048千円

　　計 87,048

(2)有形固定資産の減価償却累計額 8,860,753千円

短期金銭債権 238,444千円

短期金銭債務 55,231

営業取引による売上高 13,313千円

営業取引による仕入高 579,371

営業取引以外の取引による取引高 2,300

る将来キャッシュ・フロー、固定資産の将来の正味売却価額、将来キャッシュ・フローの割引率であります。こ

れらの仮定は、固定資産の公正価値、過去の稼働実績、現在の金利等を勘案して決定しております。

なお、当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事業年度

以降の計算書類において認識する固定資産の減損金額に影響を与える可能性があります。

(4)退職給付債務

①当事業年度の計算書類に計上した金額

616,708千円

②その他の情報

当社は、確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。確定給付制度の退職給付債務及び関連する勤務

費用は、数理計算上の仮定を用いて退職給付見込額を見積り、割り引くことにより算定しております。数理計算

上の仮定には、割引率等の様々な計算基礎があります。

当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事

業年度以降の計算書類において認識する退職給付引当金及び退職給付費用の金額に影響を与える可能性がありま

す。

退職給付債務の算定において、主要な仮定の変化が当事業年度末の退職給付債務に与える感応度は以下のとお

りであります。マイナス（△）は退職給付債務の減少を、プラスは退職給付債務の増加を表しております。感応

度分析は分析の対象となる数理計算上の仮定以外のすべての数理計算上の仮定が一定であることを前提としてお

ります。

当事業年度末 (2023年３月31日）

4.貸借対照表に関する注記

(1)担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

②担保に係る債務

(3)保証債務

該当事項はありません。

(4)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

5.損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高
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普通株式 40,896株

賞与引当金 57,201千円

棚卸資産評価減 37,726

未払事業税 12,164

投資有価証券 29,721

退職給付引当金 188,589

役員退職未払金 11,176

減損損失 5,006

関係会社株式評価損 30,030

その他 36,325

繰延税金資産小計 407,942

評価性引当額 △113,839

繰延税金資産合計 294,102

固定資産圧縮積立金 △59,557千円

土地買換積立金 △22,349

その他有価証券評価差額金 △239,485

繰延税金負債合計 △321,392

繰延税金資産（△負債）の純額 △27,289

6.株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

7.税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

＜繰延税金資産＞

＜繰延税金負債＞

8.リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産の他、事務機器・製造設備の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース

契約により使用しております。
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種 類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所有（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）
(注3）

科 目
期末残高
（千円）
（注3）

子会社 北陸ケーティシーツール㈱
所有

直接100％
役 員 の 兼 任
工具の仕入先

作業工具の仕入等（注1） 579,371 買掛金 55,215

受取利息（注2） 2,300 短期貸付金 230,000

１株当たり純資産額 4,527円91銭

１株当たり当期純利益 249円30銭

9.関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社及び個人主要株主等

該当事項はありません。

(2)子会社

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注1）価格その他の条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

　（注2）資金の貸付に係る利率については市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　（注3）取引金額には消費税等を含んでおりません。期末残高には消費税等を含んでおります。

(3)兄弟会社等

該当事項はありません。

(4)役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

10.収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　8.収益認識に関する注

記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

11.１株当たり情報に関する注記

12.その他の注記

新型コロナウイルス感染症による影響

当社では、固定資産の減損判定や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、計算書類作成時にお

いて入手可能な情報に基づき実施しております。

新型コロナウイルス感染拡大による事業への影響は、事業セグメントによってその影響や程度が異なります。ま

た、今後の影響や程度を正確に予測することは困難な状況にありますが、感染症法上の位置づけが変更になる等、

事業への影響は回復傾向が続くという仮定に基づき、会計上の見積りを行っております。

企業結合等関係

連結注記表「10.その他の注記　(2)企業結合等関係」に同様の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。
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